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社会経済状況はライフコースに渡って、人々の様々な健康状態に影響を及ぼしている。社会経済状況が人々の健康
に及ぼす影響は、構成効果と文脈効果が知られている。前者は、学歴や所得レベルなどの個人に起因した要因であ
り、後者は地域レベルの失業率など個人が所属している集団や地域の要因である。過去の先行研究では、社会経済
状況と疾病や死亡などの関連について明らかにされてきているが、社会経済状況が症候群や症状にも関連するかど
うかについては検証が不十分である。そこで本研究は、わが国における様々な疫学調査データを用いて、１）個人
レベルの社会経済状況が、高齢者人口においてフレイルへの遷移、およびフレイルからの遷移と関連するかどうか、
２）個人レベルの社会経済状況が、高齢者人口において腰痛の有訴と関連するかどうか、３）個人および地域レベ
ルの社会経済状況が、労働者人口において腰痛の有訴と関連するかどうか、４）個人レベルの社会経済状況が、高
齢者人口において膝痛の有訴と関連するかどうかについて検証した。 
検証の結果、 
１） 高齢者人口において、健常な状態からプレフレイルやフレイルへの悪化およびプレフレイルから健常な
状態への回復に学歴や所得の格差が認められた。 
２） 高齢者人口において、腰痛の有訴は、学歴・資産・主観的経済状況・最長就労職業・所得と関連してい
た。低学歴・低資産・低い主観的経済状況・肉体労働に従事していた・低所得な高齢者ほど、腰痛リスクが高
かった。 
３） 労働者人口において、腰痛の有訴は、都道府県単位の失業率および学歴、職業と関連していた。都道府
県単位の失業率は、個人レベルの要因を調整しても有意な関連性が認められた。また、低学歴、肉体労働な個
人ほど腰痛リスクが高かった。 
４） 高齢者人口において、膝痛の有訴は、所得や最長就労職業と関連していた。低所得や肉体労働に従事し
ていた高齢者ほど、膝痛リスクが高かった。この関連は、うつ症状により一部説明される可能性が示唆された。 
本研究により、社会経済状況が様々な症状や症候群と関連することが明らかになった。今後、社会経済状況による
格差是正のための政策が求められる。 
 
